
2020年 12月 

「JIIMA 電帳法専門営業 育成講座」開催案内 

 

公益社団法人 日本文書情報マネジメント協会（JIIMA） 

 

電子帳簿保存法は 1998年 7月に施行され、2005年 3月にｅ-文書法の施行と同時

にスキャナ保存制度もスタートし、法律施行から 22 年が経過します。その間、2015 年

と 2016 年にスキャナ保存の要件が大幅に緩和され、その後も毎年要件に見直しが行

われており、昨年 2019年には電子取引の取引情報の保存要件の選択肢が増えること

となりました。さらに、本年 12 月に令和 3年度税制改正大綱が政府与党から発表され、

2022 年 1 月から大幅な規制緩和が行われる模様です。このように、ここ数年電帳法の

保存要件が頻繁に改正されており、足元ではコロナ禍によるリモートワークの常態化に

より、電帳法対応のシステムベンダー様からＪＩＩＭＡ認証制度も含め、電帳法全般につ

いて非常に沢山のお問合せをいただいている状態で、営業担当者様の提案力強化を

望む声も数多く寄せられております。 

この度、ＪＩＩＭＡでは電帳法に精通されているＳＫＪ総合税理士事務所様の全面的な

ご協力をいただき、「JIIMA 電帳法専門営業 育成講座」を全 8回で、下記の通り主に

オンラインで開催いたします。是非、ご参加いただき、電帳法の最新情報を把握すると

同時に専門営業として提案力を強化していただければと存じます。 

 

＜記＞ 

 

１．開催方式 オンライン開催（Zoom）、最終日のみ リアル開催及び同時配信 

２．日 程 第 1 回目 2021 年 1 月 21 日（木） 17 時～20 時 

  第 2回目以降 毎週木曜日 17時～20時 （2月 11日は 2月 10日に変更） 

  第 8 回目（最終日） 2021 年 3 月 11 日（木） 13 時 30 分～16時 30 分 

  ※ リアル開催の会場は東京国際フォーラム G502 会議室（定員：先着 20 名） 

   なお、状況により リアル開催をオンライン開催に変更する場合がございます 

３．受講対象者 電帳法関連のシステムベンダー様の営業担当者や営業マネージャー等 

４．講 師 ＳＫＪ総合税理士事務所 所長 袖山税理士 

  ※ 最終日のみ、袖山税理士、龍税理士、坂本税理士の予定 

５．カリキュラム 別紙カリキュラム（案）を参照 

６．受講料 受講者一名 税込み 88,000 円 （ＪＩＩＭＡ会員は税込み 70,400 円） 

  ※ 文書情報管理士、文書情報マネージャーは会員価格で受講できます 

７．教科書 「詳説 電子帳簿保存法 実務のポイント」（3,300 円）、別途テキスト配布 

  ※ 教科書は Amazon 等書店で事前にご購入下さい 

８．募集定員 30 名 

９．参加申込 JIIMA ホームページからお申し込みください （締切り：2021 年 1 月 15 日） 

以上 



2021　JIIMA電帳法専門営業育成講座カリキュラム（案）

開催回 開催日時 講座分類 講座内容

第1回
2021.1.21（木）
17:00～20:00

経理業務と税法の関係

・講座開催の目的
・経理業務と税法の関係
・税法と電帳法の関係
・企業電子化法制の方向性と対応
・課題提示(電子化提案の案件の考察)

第2回
2021.1.28（木）
17:00～20:00

法人税法・消費税法とガバナンス

・求められる電子化提案について(課題提出依頼：2/25期限)
・内部統制&ガバナンス強化
・法人税法の帳簿書類の規定
・消費税法の概要とインボイス制度

第3回
2021.2.4（木）
17:00～20:00

電帳法概要

・電子帳簿保存法の概要
・電帳法改正の変遷
・令和3年度電帳法改正
・電子取引に係るデータ保存義務

第4回
2021.2.10（水）
17:00～20:00

電帳法(帳簿書類データ保存)

・帳簿システムの概要図作成
・帳簿のデータ保存の要件
・帳簿代用書類について
・書類のデータ保存の要件

第5回
2021.2.18（木）
17:00～20:00

電帳法(書類スキャナ保存)
・スキャナ保存要件
・電子化に係る社内体制の検討
・スキャナ保存と電子取引併用の場合の対応

第6回
2021.2.25（木）
17:00～20:00

電帳法(事例研究)

事例研究
・帳簿データ保存
・スキャナ保存
・電子取引の導入

第7回
2021.3.4（木）
17:00～20:00

電子化コンサル概要

コンサル実施要領
・帳簿データ保存
・スキャナ保存
・電子取引の導入

第8回
2021.3.11（木）
13:30～16:30

電子化案件グループ討議

グループ討議
受講者から提出された電子化提案の中から案件を抽出し、その案件
について、提案内容、改善等についてグループ討議を行う。

以上


